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お わ りに
は じめに
私は、民営化や規制政策について約20年間、調査研究 を続 けてきました。今 日は、自分
の研究史を振 り返 り、 とくに規制政策に焦点 を絞り、この間の規制改革に多大な影響を与え




1970、80年代 に本格化 した米iiiの規制緩和 を支 えた理論 は、ハ イエ ク(Hayek.F.A)、ミル
トン ・フ リー ドマ ン(Freedman.M)、ボスナ ー(Posner,K)らに よって代 表 され る個人主
義 ・自由主義 を基 調 と した シカゴ学派の経済 学 ない し法 学で あ り、 その基 本的 な考 え方 は、
市場 と競 争 に厚 い信頼 を置 き、市場機構 の強 さや深 さ、お よび その遍在性 を実証 しよ うとす
るもので あった。
シカゴ学 派は、政府 の政策 につ いて も、 その解決 を最大限 、市場 機構 に委 ね るべ きで ある
と考 えた。 こう した経 済思想(新 自由.主義)は 、政 府 を動 か し、既 存の社 会科学 にも大 きな
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影 響 を与 えた。
法学 では、 反 トラス ト法 論争で 「シカゴ学 派の勝利」 をもた らしたtス ナー らの業 績が有
犠 であ る(ハ ーバ ー ド学派VSシ カ ゴ学派)。 それ は、従 来の産業組織論 に変革 に もつ なが っ
た(「新 しい産 業組織 論」〉.ま た、 そ の独特 な法 思想 は 「法 と経済 学」 とい う新分野 の 開拓
に もつ なが.った。 「法 と経 済学」 は財産 法、 契約 法 といっ た基礎 法学の領 域 や会社 法 ・証 券
法、 企業破産 法、消 費者契約 法 とい った経済 法の領 域 に とどまらず 、現在 で は民 事 訴訟法、
公害 関連法、交通事 故の法 とい った社.会・環境 関連の法領域 にまで及んでい る。 また、その
発展過程 で公共選択学派(PublicChoiceSchool)、新制度派経済 学の形成 に多大 な影響 を与
えて い る。実 際、 「法 と経済 学」 は法学 と経済 学(ミ クロ経 済学 グ)応用分 野)の 交流 か ら新
しい法解釈 を生み、裁判所の 判決 に も大 きな影響 を与 えたので ある。
経済学 では、シカゴ学派の代表者 の一 人で あるステ グラー(S6glerG.,1.)が「規制 の失敗」
の メカニズ ム を解 明 し、 「小 さな政 府 の経済 学」 を提 唱 した。彼 は、規制 当局 が規制 す る産
業の保護 に傾斜 してい る実態 を明 らかに した(捕.囚理論.c2pturetheory>。シカゴ学 派 はほぼ
共 通 して、(ア)競 争 の制限 に よ る高価 格 ・高利 潤(資 源 配分 の非効 率、X非 効 率)、(イ〉
歪ん だ企業 行動(過 剰 な非価 格競 争 、技 術革 新の 停滞、 アバ ーチ ・ジ ョンソ ン効果 な ど)、
(ウ)規 制 当局 と企業 との 間の情報 の非 対称性.(エ 〉官 僚機構 の硬直性、 意思決 定 の遅延、
(オ)規 制の 社会 的 ・政治的 コス ト(遵 守 コス ト、 レン トシーキ ングなど)の 膨 張 な どを指
摘 し、規 制の失敗 を理 論面 、実 証面 で多岐 にわた り分析 した。
以下 では と くに、自然独 占問.題に着fJする。 ここで、規制緩和 に 多大 な影響 を与 えた理論
は、 デムゼ ッツ(demsetz,H)のフラ ンチ ャイズ.人札 理論 とボーモル ・グル ープ(Baum61et
at)の7ン テ ス タビリテ ィの理論 で ある。従来規制 が当然 と思 われてい た自然 独 占に対 して
も競争 め導.入は可能 で あり、 「潜在 的 な競争」 さえ存在す れば規制 は必要 でな く.、か え って
規 制緩和 したほ うがベ タ 一ーな 市場均衡 解 が得 られ る ことを論 じた点 に、 これ らの理論 の画期
m,4があ る。
もちろん、 こ うした理論 の背 景 にd十、1980年代 の米国 公益 事業の変化 が あった。(ア)公
益事 業の市場 規模 が拡Eし 、新規 企業 の.参入余地 が坐 まれた こと、(イ)情 蝦通信 分 野 の技
NI'i`i+新に代表 され るよ うな産業 イノベ ー シ ョンが多 くの企 業 に新規 参入 をpldGにした こと、
(ウ〉業 態間競 争の 激化 によ りその 境界 が揺 らぎ、相g.参入がuj能にな った ことな どを、 挙
げる ことがで きよ う。
デムゼ ッツの フ ライチ ャ イ.ズ人札 の理論 は、 自然独riに対 して規制以外 の方法 で も対応 で
きるこ とを指摘 したもの である('WhyRegulatesUtilities?'〉。す な才)ち、フランチ ャイ.ズ(事
業特権)の 競 争入札 制度の下、規 制 当局(政 府 、 自治体)は 、事業希望者 に対 しサー ビスの
供給 条件 を提示 し、彼 らを競 り合 わせ るこ とで、均衡価格 が成 立す る ことを明 らかに したの






指摘一 、実際期待 された程この政策は.dG及しなかった。ただし、彼のアイデアはその後 ク
.リ
ュー(Crew,M.A)らに引き継がれ、競争入札の設計も一層精緻化 されている〔1〕。
ボーモル ・グループ(Baumol,J.elal.)のゴンテスタビ リテ ィの理論は、この競争入札理
論の応用 ともいえる。ただ し、ここでは、入札競争にかわ り、他の事業者の潜在的な参人圧
力が大 きな役割を果たすことになる。ボーモル ・グループは、自然独占をはじめとした企業
に対 し、潜在的な競争が存在するときには、参入 ・退出規制を廃止 しても競争的な市場均衡
解と1司等の均衡解が得 られることを明らかにした。
完全 コンテスタブル市場とは、産業内の企業が退出する際に埋没費用を負担することのな
い、いわば参入 ・退出が完全に自由な市場として定義 される。加 えて、新規参入企業が片務
的に負担す る費用は存在せず、参入者はいつで も必要な生産技術にアクセスでき、既存.企業




存在で.きる企業は産業の産出ベク.トルを最低費用で生産 し、競.争価格 を設定で きるものに限
られることか ら、完全コンテスタブル市場は効率的な産業組織 を内生的に決定するものとな
る。完全 コンテスタブル市場が、こうし.た条件に従 うもので あるかぎり、それは企業規模や

























その後、コンテスタビ リテ ィ理論をめぐり論戦が交わされ〔3;、完全 コンテスタブル市場の
理論的な存在は認められたものの、その実在範囲.は狭いことが明 らかにされた。ただ し、潜
在的参入者が、既存企業であり、かつ生産物 ミックスを変更 して参入で きるような産業(範
囲の経済性が大 きい)や リース市場 ・中古市場等が発展 していて埋没費用が小 さい産業では、
この理論は...一・定の妥当性を有 している(航 空分野でのLCCの活躍)。 この点では、コンテス




営が支配的であった。欧州で規制緩和 ・民営化の動 きが本格化す るのは、EU成立後の90年
代半ばになってからである、





より社会契約などい.くつかの インセンテ ィブ ・スキームが考案 されてい た。そのなかで
とりわけ注目を浴びたのが、プライスキャップ規制(以 下、PC規制〉である。PC規制 とは、
情報の非対称性の..ド、規制 当局(プ リンシパ.ル、P)が企業(エ ージェン ト、A)に対 し一}二
隈価格 を設定 し、企業に利潤動機 を認めることで効率化 インセンティブ(=費 用の最小化)
を与 えるような規制スキームを指す。従来の報酬率 をべ一スにしたコス ト・プラス規制 似










と.企業の利潤追求の両立)が あった。PC規制には、消費者物価スライ ド規制や上限 ・下限
を定めた幅(バ ンド)価格規制などいくつかの種類があるが、結局、新オース トリア学派の
リ トルチャイル ド(Littlechild,S>がブ リティッシュ ・.テレコム(BT)の民営化に際 し提唱
した.「RPI-X」方式が、その後のPC規制の代表的な規制方式 となった〔d〕,この方式は、基
準値 としてPR]やGDPデフレータといった外生変数を採用 し、関連他産業の生産性 など
(例えば、TFP)を参照 しつつ、生産性向上期待値(消 費者還元分〉を加味す るかたちで上
限値 を設定す るものである。
ベイジアン ・モデルは、情報の非対称性下の最適 インセン.ティブ ・スキームの問題を、規
制当局による企業活動の観察不可能性(企 業の隠れた行動 ・情報)を.前提に、規制当局の主
観的確率分布を起点に、規翻当局と企業 との規制ゲームを確率論的に解いていた(メ カニズ
ム ・デザインとしてr実 報告メカニズム」)。だが、「RPI-X」方式 に理論的基礎を与えた
経済モデル分析は、ベイジアン ・モデル とい うより、フォーゲルサンク ・フィンジンガーに
よって開発されたノンベ イジアン ・モデルか ら導出 された。 このモデルは企業に真実の情報
の開示 ・報告を堤すことを目的としておらず、基本的な会計データで、いわば必要最小限の
情報で最適規制を追求するとい3.立場に立っていた。..この ノンベイジアン ・モデルは、不完
全情報の現状 をeAweめたうえで、最適規制をめ ぎすという 「冷めた」発想に立脚 レている点で、
また市場 を歪めるような一括所得移転(政 府の補助金)を 回避できる点で.、優れていた。.
いわゆるV-Fモ デルは、規制当局は価格、数量等で最低限の基本会計情報 しか持って
いなくて も、企業に一定の制約(=消 費者厚生の最大化)を 課 し、あとは.企業の利潤最大化
行動に委ねれば、「見えざる手Jの 働 きで最適解が得 られるというものである。独占企業は、
予算制約(=収 支均衡)の 下、厚生最大化の制約が課 されたときにはラムゼイ価格を設定す
ることで利潤最.大化を達成する。具体的には、規制当局 と企業 との問のゲームを組み立て、
両者にその インセンティブ ・スキームを分担 させればよいということになる。これは、ステ
ージ1(規 制当局の目的=予 算制約下の消費者厚生最大化、maxW,S.t.πψ)≧0)、ステー
ジQ(企 業の目的=連 続期間にわたる利潤の最大化)、ステージ皿(規 制当局による収人制
約=規 制 当局は次期j+1に企業が実行可能な価格セ ットをR;_[pxp-C(x;)}≦0と定め









す この発想 こそ、PC規 制 の核 心 を構成す るもので ある。x;p-C(x;)≦x;p;一C(ろ)一n,=a.の
制約式 を変形す る と、V=Fモ デル は物価指数 を使 った.ヒ隈価 格制 を帰結.するので ある。 こ
こで は、 その財の ラスパ イレス指 数が制約 レベル(前 期 の利 潤 マ ージ ン分 の削減)を 超 えな
い限 り、企業 は自由に価悩 を設定 で きることにな る。
リ トル チ ャイル ドの 「RPI-X」方式 は、 この観 点 か ら見 ると∴V-Fモ デル に、生産性
上昇 に よる超過利 潤の..部を消 費者 に還JCする(価 格 の低 廉 化)と い う条件 を付 け加 えた利
潤 シェア リング方式 とい うことにな る。 リ トル チ ャイル ドは、有名 な英 国政府へ の答 申書
"R
egulationofBritishTelecommunicationsProfitability"のな かで.、5つの政 策オプ シ ョンー
(1)明示 的 な制 約 を示 さない方-y.(;非規制)、(2)最高報 酬率規 制 、(3>産出連動 型の利
益 課税方式、(4)利益....E隈規 制、(5)市内料金削減規 制= .ヒ隈価格規 制 一を取 り上げ、各オ
プ シ ョンを5つ の基 準一(ア 〉独 占の 防止(.消費者.の保 護)、(イ)効 率 とイ ノベ ーシ ョン、
(ウ)規 制の費 用、(エ〉競 争の促 進、(オ)株 式売却利 益 と会社 の将 来性一 で採点 した うえ
で 俵1)、PC規 制 を選 択 ・提唱 したの であ る。デ ィレギ ュ レーシ ョンに相 当す るオプ シ ョ
ン(1>に つ いて は、「消 費者 の保護」 に問題 を残 す.として、採 択 しな かっ た。 「規制 当局は













独占の防止 5 3 z 4 1
効 率 とイ ノベ ー シ ョ ン ,_ 4一 4= 3 1一
規制の費用 1 5 4 3 2
競争の促進 1 5 4 2= 2=
株式売却利益と会社の将来性 ,一 415 3 ,一










規制改革 は、 ネ ッ トワーク型 公益事業 に も波 及 して い く。 その契機 をつ くったのは.、1980
年 代の英 国 の ドラ ステ ィクな民営 化 で ある。 そ こでは、エ ネルギ ー関連(電 気 ・ガス)、公
共交通 関連(鉄 道、バ ス)、情 報 通信 関連、水 道 などの民営 化が実施 された が、 それ と並行
してほ とん どの ネ ッ トワーク型 産業が水平 ・垂直 分割 され た.自 然独 占が残 るネ ッ トワーク
設備 部門 と競 争 が可能 な他の分 野が分離 され たの で ある。 だが、 これ はただち に新 しい規制
問題 を発生 させ た。 新たに 自由 化 され た公益分野の市場 に新規 に参人す る事 業者 は既 存事業
者 の ネ ッ トワ ーク設備 に ア クセ スせ ざるを えない。 ネ ッ トワー クは不 可欠設 備(essential
facili5es)とな るの であ る。 したが って、 こ こで、 ネ ッ トワーク設備 の所有 ・運営者 が、 ラ
イバル とな る新規 事業者 に、 ア クセス料金で差別 的 な、不 公正な取引 を強い ると健 全 な競争
は阻害 され ることになる。
この 問題 は、1990年代、 ア クセス規制の問題 と.して現われ た。 アクセス料金 も、それ まで
は概 して報酬率規制 で決 定 され てい た。 だが、 新規 事業者 によるア クセス条 件 ない し料金へ
の不満 ・苦情が たえず 、それ を受 け、規制 当局は アクセス規 制のof:しに動 くことに な った。
ア クセス料金の最適規 制は、産 業組織 の在 り方(垂 直統合 か、垂直:分離 か)や 競争 分野での
競 争形 態 にもよ るが、す でに ミク ロ応 用 の分野 で、.....一連の仮定 の..ド(s;、ア クセス料金 は3通
りの仕方一(ア)限 界費用 、(イ)そ れ以 上、(ウ)そ れ以下一 で、規制 され るべ きこ とが解
明 されてい た。 だが、 これ は、政 策的含意.とい う点 では抽 象的す ぎた。
ここで、有 力な理論 を提供 したのが、 ボーモル=サ イダ ックによる効率的 中間財価格 設定
Jレー ル(efficientcomponentpricingrule、いわ ゆ るECPR>で ある。HcpxO)コアは,ア ク
セ ス料金 は.ネッ トワーク設 備の所 有 ・運 用.者によ るアクセス財提供 の増分 費用 と彼 が他の 企
業への ア クセス財供給 で失 う機 会 費用(ア クセ ス財1単 位 につ き最終財1単 位 を供給 す る ビ
ジ ネ.ス機.会を失 う)で 決定 され るべ きで ある とい う点 にあ る..この理論 は、 ア クセ ス財 の総
供給量 はr.定されてお り,そ こで の生産技術 は一定で ある(固 定投入比 率)と の仮定 に立っ
て いる。 そ こで は,独 占企業は,最 終 財1単 位当た り(P-Cn-H)の 利 潤 を得 る(た だ し、
Pは 価 格、Cmは最終 財 の限界 費用、 θはアクセ ス財 の限度 費illであ る)。この機会 費用 をア
クセ ス財の 限界費用 θに加 算す れば,公 式d=p_Cn、が導 かれ る(た だ し、Qは アクセ ス料
金で あ る)。 したが.って,ECPRは 限 界費 用価格 設定 の発展形式 で あ り,ラ イバ ル企業 が ネ
ッ トワーク運 営の固定費用 に対 し寄.与額 を要求 され るケー スに も適用 が可能 で ある。
ただ し,ECPRは 、最終財 がPC方 式 で規制 され、..卜限価格 が適 正に設定 され て いるか ぎ
りうま く作用す るが,ヒ 限価 格 が高水準 に設定 され る場合 には,配 分効率 だ けではな く分配
上の 問題で も厚 生損失 を発生 させ るこ とが理論 的に解明 されてい る。実 際、ECPRは 、 オー
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ス トラリアをは じめ米国のい くつかの州で実験的に採用 されたものの、一般的に政策化 され
ることはなかった。わが国を始め、多くの先進国は、フォワー ド・ルッキング(=.予見的な)




ここまで見る限 りでは、規制緩和 ・規制改革 を突 き動か した経済理論は比較的にシンプル




規制、すなわち構造分離(水 平 ・垂直分離)が 木可欠.であるとの認識が浸透 していく.こ う
して、アンバ ン ドリング問題が規制政策の新たな焦点 として浮上するが、この問題について
は、3次にわたるEU電 力 ・ガス指令の経緯 と現状が示すように、そう簡単に先進国の間で
意見が纏 まることはなかった。その背景には、統合型である場合と分離型である場合の社会
厚生比較が判然 としなかったこともある。最近の所有ア ンバ ン ドル論議を受け、エ ーベル
(Ebel,N)が、アクセス料金を所与 とした経済モデルを設計 し、両者の厚生比較 を行ってい
るが、その結論は、その幅にこそ相違 はあるものの、アクセス料.金の水準に応 じて両者の厚
生優位は逆転するというものであっ.た(9]。





定量的、定性的に分析する手法である。 その 目的は、新規の規制案がもたらす費用 ・便益を
評価 し、最適な選択肢 を決定することで、規制の品質を改善する点にある.
RIAは1980年代に米国で本格 的に開始され、その後徐々に先進国に浸透 し、90年代後 半
にはほとんどすべての先進国で実施 され るようになった。その普及は世界規模での規制改.革
の進行とほぼ軌を一にしていた。この間の政府改革は、政府機能の再編、政府組織の効率化、
行政業務の簡素化、均衡財政を目指 していたが、そこで採用 された 「政策評価」.手法が、規
制改革と重なり、規制政策評価に導入 され ることになった。政策評価とは、政策の立案 ・決
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定、運営状況、およびそのパフォーマンス(成 果〉を分析 ・測定 し、政策の良 し悪 しを定量
的に評fif4し、その評価 を新たな政策立案や予算配分に反映 させる政策イニシアティブを指 し








社会厚生関数は、通常、(ア)厚生主義(社 会厚生 は消費者効用に依存す る)、(イ)バレー
ト原理(他 の全員の効用が一定であるとき、任意の消費者の効用が増加する場合、経済厚生
は増加する)、(ウ〉準凹関数(一 方の消費者1の効用は他方の消費者1の効用 と トレー ドオ
フの関係にあり、公平への弱い価値判断を内包 している)と い う3つ条件 を満たす関数とし
て推定される。だが、社会厚生関数にはベンサム型、 ロールズ型、バーグマ ン ・サ ミュエル
ゾン型などさまざまな タイプがあり、関数形のタイプの選択に分析者の価値判断が働 く。こ
れを避けるために開発 されたのが、補償原理アプローチである。
この原理は、ある政策が遂行 され、「得 をする人winner」と 「損 をする人loserが出て も、
仮に前者から後者への所得移転が行われ、後者の効用を以前の水準.に戻す ことができ、かつ




た だ し、S(u;はシ トフスキ ー集合 、xは 消 費 ベ ク トル、f(x)は効 用関数 、uは 効用ベ ク ト
ル、上付 き.文字 ぬは消 費者(H人)ナ ンバ ーで あ る。そ して 、 この集合 の 下方境界面が社会
的無差別 曲線(面)を 画 す る と考 えるので ある。
い ま,政 策 以 前の状 態 を上 添 え 文字0で 、 政 策以 後 の状態 を1で 表 す と、 この 変化 は、
Yｰ→Y'、x。→x].、uｰ→u'で表現 され る(た だ し、Yは 社会厚 生状態)。 こ こで、κ1∈S(uｰ)、
す なわ ち政 策.以後の 総消 費ベ ク トル を適 当に各消 費者 に分 配 してuｰ以..i.の効 用 を与 える こ
とが で きれば、 この政策 はカル ドア強原理(Kaldorstrongcompensationprinciple:KSCP)
を満 たす。 また、生産 可能性 集合Yに つ いて、Y'∩S(uｰ)φ、す なわ ち、政 策以後の生産
可能 性集 合 の中 に各消費 者 にu。以t.の効用 を与 え るような総消 費 ベ ク トルが部 分集合 と し
て存在す るな らば,こ の政 策は カル ドア弱 原理(KWCP)を 満 たす。 これ に対 して、xo任S
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(u】〉、す なわち政策以前 の総消 費ベ ク トル をどのよ うに配分 して もu'以.rの効用 を与 えるこ
と がで きな い と き、 この 政 策 は ピ ッ ク ス強 原 理(Hicksstrongcompensationprinciple:
HSCP)を満 た し、 またY。 ∩S(u')富φ、 す なわち政策以 前の生産可能性 集合の 中 に各消 費
者にu'以..ヒの効用 を保証 する総消 費ベ ク トル が存 在 しない とき,こ の政策 はカル ドア.弱原理
(KWCP)を満たす ことになる。
だが、 これ ら4種 類の原理 の 間に は、「政 策以 後の厚生 状態 が補償原 理 を満 たす」 とい う
ことと 「元 の厚生状態が補償 原理 を満 た さない」 とい うことは必ず しも同値で はない とい う
厄 介 な問題が あ る(シ トフスキーのパ ラ ドク ス)。 これ を解 決す るため登場 したの が 、 ブル
ー.ス・ハ リスの局所補償 原理(Localcompensafionprinciple=LCP)である。 ブルー ス ・ハ
リスは、政 策が局所 的な もので あるか ぎり、そ うし.たパ ラ ドクスは発生 しないこ とに着 眼 し、
(i)局 所 的な政策導 入の下 、生産 者は一 定の 生産者価 格 と生産量 で競争均衡 に入 る、(ii)
この総生産 量 を消費者 に適 当に分配 すれ ばパ レー ト改善がで き、消 費者 は政策後 の消 費者価
格 の下で均衡 に入 る、 とい う二つの条件 が満 た され れば、政策 は補償原 理 によって正 当化 さ
れ ると主張 した。
こう して、局所的補償原理 に依拠す れば 、分析者 が社.会厚生関数 を明示的 に選択 しな くて
も、 また政策 後の経済情報 がな くて も、観 察 され る価格 、数量デ ー タを基礎 に近似 的 に経 済
厚 生の変 化 を測定で きる ことが明 らか に され た。 ここで は、政 策の便益 は、通常 、 ア レー余
剰 に よって計測 され る。 ア レー余x+16#.N個の財の なかの最初 の財 をニ ュメレール 財 とす る
と、政策以 後の総生産.可能性 集合Y互 と政 策以前 の シ トフスキー集合S(uｰ)の差、｢_Y'一S
(π。)で表示 され る。 したが って、 ア レー余剰 は、すべ ての消費者.に政 策以前の効 用 を保 証 し
つつ、政 策以後の技術 に よって生産 可能 なニ ュメ レー.ル財 の最大量 として定 義 され る。 この
ア レー余剰は局所準補償 原理 との 間 に整合 的 な関係が あ り、 そ.の値 が プラ スである こ とと政
策が カル ドァ弱補 償原 理 を満 たす こ ととが同値で あ るため、 その測定 は、AGE分 析 に比 べ、
は るかに簡便で ある。 局所的補償原 理 は、事前 の局所的 な情報 に基づ き政 策評価 を行 える点
で..また不完 全市場の問題 に も適 用で きる点で メ リッ トを有 しているi1P。したが って、 この
厚生分析 は、RIAにあって も今後 ます ます{用 され て い くことになろ う。
さて、RIAは、概 して(/)規 制 の 必要性 および 目的、(2)ベ ース ライ ンの設定.(3)代
替 案 との比 較検討 、(4)費用の 分析、(5)便.益の 分析 、 ⑥ 分析手 法、(7)社会 的割 引 率、
(8)情報 ・デー タの収 集戦略 、(9)不確実性 ない しリスク、(io;コンサルテー シ ョン、(11.)
その他(中 小企 業へ の イ ンパ ク ト、競.争評価)か ら構成 され るが、その核 心部分 は(4)と
(5>、す なわ ち規 制 インパ ク トの定量 分析 に あ る。 費 用 も便益 も将来期 間にわ た り発生 す る
た め、社会 的割引率 を用 いてそれ らが 「現在価値 化」 され、純便 益、便益/費 用比 、費 用 ・
便益 の確率 分布 、その帰着先 な どが分析 され る.こ うした手続 を経て純便益 の もっ とも大 き








余剰アブ0チ で消費者余剰の増.分が計測 されなければな らない。後者が一般的であること
を考えれば、RIAの費用便益分析では、需要関数の推計がきわめて重要 とい うことになる。
需要関数を推計する技法は、簡便法(異 時点問の需給均衡点 を結び需要曲線を描き出す手法
一時点の均衡 と勾配ないし価格弾力性から需要曲線を描 き出す.手法)か ら応用 ミクロ経済学
を利用したもの(ホ モセティック型の定常弾力性需要曲線 など)ま で多様であるが、もっと
も一般的なのは計量経済学的な推計、とりわけ説明変数 に所得、他の関連財の価格、および
政策ダミーなどを入れたOLSモデル(回 帰分析〉による需要関数の推計である。
だが、社会的規制 となると、財 ・サービスの市場が直接的には存在 しない場合や価格変化
を伴わずに財 ・サービ.スの質だけが変化する場合 もある、 こうした場合 には、代替市場にお
ける消費者行動の観察に基づ き当該財の需要関数 を推計す る顕示選好法や、観察 された行動
や二次情報 に基づき市場価格 を椎定する 「影の価格」 アプローチが用いられている。顕示選
好法0)具体的な技法には、(a)市場類似法ないし代替法(MarketAnalogyMethod;問題と
な る財 の価値 を民間 の代 替的 な財 の価 格で 分析 ・評 価す る手 法)、(b)中間 財手法
(lntermediateGoodMethod;政府が提供する財が中間財である場合、その価値を下流部門の
収入などに及ぼす影響で分析する手法)、(c)資産評価法(AssetValuationMethod;規制が





性(例 えば、 スモッグ)削 減の便益 を代用投入(例 えば、窓拭 き〉への支出額の節減で計測
する手法)、などがある。









るWTR)で 評価 されて いる。表.明選 好法 にはこれ以外に も、(b)コ ンジ ョイ ン ト分析(con-
jointanalysis.、想 定で きる代 替案 をセ ッ トで プロ ファイル に まとめ、 もっ とも良 い と思 われ
るプ ロ フ ァイル を回答 者 に選 ん で も らい、その 結果 を も とに.支払意 思額.を推 計 す る手法〉、
(c)リスク ・トレー ドオ フ分析(risktrade-offanalysis;規制の導入 ・改廃 によ り生 じる リス
ク とこれ を回避 す るための政 策 が もた らす別 の リス ク との間 の トレー ドオ フにつ いて質問
し、両者 の相 対評価 か ら選択肢 を評価 ・選択す る手法)等 が ある。
HAで の費用便益分析 の普及 をもって、規制 の経済学 はい まや統計 学 を組み入 れた分析技
法 の百貨店 の様相 をCI3.しつつ ある。 この よ うに規制の 品質が問われ る段 階 に入 ると、 ある特
定 の分析 モデルが政策の方 向性 を誘 導 し、 その あ り方 を決定す る とい った ことはそ う起 こり
そ うに ない。 とはい え、政策 は実施 されてい る ものの、 その成果 につ いて評価 が定 まってい
ない 公共選択 ない し規制 政策 の問題 はい まだ 多々 ある。例 えば、 モバ イル通信 の開始時 に多
くの先進 国が周波数オ ー ック シ ョンを行 ったが、成功 と失敗 が入 り混 じった その結果 と同様、
オー クシ ョン理 論の評価 も定 まって いないb
5.契約理論 とオークシ ョン
契約理論のモデル分析では、制度的な枠組みによって課 された制約が 「契約」 を通 して示
され、プ リンシパル ・エージェン ト理論(以 下、PA理論〉σ)枠組みのなかで、情報保有者
と非保有者 との取引関係がゲームの理論で分析 されること.になる。PA理論のなかでゲーム
理論の適用が進んでいるのは、(1)逆選択モデル(情 報非保有者が先に動き、情報保有者の
特性、行動 を部分的に知 る〉、(2>シ.グナ リング ・モデル(情 報構造は同 じであるが、情報
保有者が先 に動 く)、(3)モラルハザー ド・モデル(情 報非保有者が先 に動 き、情報保有者




う。Pは規制当局、Aは 一人の事業者、そ して彼の情報1は その タイプθに集約 されている
と仮定 しよう。規制当局と事業者は一定のnfrnnの財qの 供給 と貨幣移転tを取引す るものと




均衡 で事業者 が提示する情 報は真実 の情報 になる(;真 実報告 メカニズ ムtruthtelllng
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mechanism)(lv。規 制当局 は、それ ゆ え、事業 者 タ イプ θが報告 され るよ うな契約 メニュ ー
(9(・),t(・))を準備すれ ばよい ことになる。 だが、 これ を実現 させ るため には、二つ の条件が
満 た され なければ な らな い。第 一は、事業者 θは必ず規 制 当局 が彼の ために設計 した契 約 メ
ニュー(4(θ),t(θ))を選 ぶ とい うことであ り(誘 因両立性IncelltiveCompat董ble)U5)、第二
は、事業者 は少 な くとも他 の契約取引で得 られ る留 保効用 と同 じ効 用水準 を得 なければ な ら
ない とい うことで ある(個 人合理性IndividualRationality)。
それで は、逆 選択モデル はオー クシ ョンの理論 と政策 に どの よ うな展望 を.与えて いるのか。
オー クシ ョンには多様 な形態 が あるが、独立 な私 的価 値 を持 つ第一価格 封印オ ークシ ョンを
取 り上 げてみ よ う。 まず 、財の評価 を区間[e、e]、その確 率密度 関数 をfと 累積分布関数 を
Fと し、 そ こか ら抽 出 され たn人 の潜在的買 い手 が い ると仮定 す る。 また、n人 の買い手 に
よる財 の評価 を(B,,…θ。)で表 し、(ew,…6m;)をそれに対応 した順序 統計量 と しよ う。 さ
らに、買い手 の付 け値 はゼ ロで下方 を制約 され て お り、上昇 す る付 け値 において対称均衡 が
成立 してい る、す なわち買 い手2、 …、nは6;_B(B,,となるよ うなある増 加関数 を通 して そ
れ ぞれの評価 に従 い付 け値 をす ると考 える。 この とき、 買い手1は 、彼が もっと も高 い付 け
値 を した とき、す なわち、 ∀i-2,1…,nb,≧B(ので ある とき、勝者 になれ る。その確率 は
Pr(∀i=2,…,η,θ≦B'1(b,〉)=F((B.(b,)耐であ り、 その とき彼 は余剰(Bi-b,)を得 る。 買
い手1が リスク中立的で あ るとす ると、 その期待 効rriは(θ1-b,)F((B.'(6,)毘.]〉とな り、彼 は
この式 をb,に関 して最 大化 す ることにな る。 その最適値 をπ1とすれば、 それ は 廊1(θ1>〃θ1
=F(B.1(b,)ル1で表 され、包絡線定理 に より、π1(θ且)=mom(θ1-b,)F((B.'(6>吟が得 られ る。
ここで は、 すべ ての参 加者 が 同 じ戦 略Bを 採 用 す るので、b,=B(θ1)でな ければ な らず 、
伽/(θ1)/4θ伊F(θ1)断1が成立す る。最低の評価.を持つ買 い 手の期待 効用はゼ ロなので 侮(e).罵
0)、上 の微 分方程式 を積 分す ると、n,(θL)fryeF(θ囲4θ とな り、 これ が評価 θ1を持つ 買い手
の情 報 レ ン トに なる。 また、π1(θ1>=max(θユーB(a,))F((B,)".1から、均衡 戦略B(a,〉=θ一
foF(θ〉"'14θ/F((e,)".1が得 られ る。 これ は増加 関数で あ り、 この ことは均衡が顕示 的で あ る
ことを意味 してい る。 ここでは、 白分の評価 額 と付 け値 が.....致す る ところが各 買い手の付 け
値 の最高 値で あ り、その と き買い手 は購 入の有 無に無差別 に なるので、それが 同時に買い手
の留保価格 とい うことにな る。
ただ、均衡 において参加者 は 自分の 財評価 よ り低 い付 け値 をつ け る。オ ークシ ョンに勝つ
ため には、2番 目に高い付 け値 よ りほんの少 しだけ高 い付 け値 を入れれば十分だか らで あ る。
こ うして 、2番 目に高 い付 け値 を推測 し、 それ をわ ずか に ヒ回 る付 け値 をす るとい うの が 、
ここでのベ ス ト戦 略 とな るU5:。ここか ら最 後に、β(e,)=E(θ②IdU:=B,)の式 を得 る。 こ
れ は、 すべ ての 参t1A.者が 自分の勝 ち を循 じて、2番 目に高 い評価 を推 定す る ことに よって 、
自分の付 け値 を計 算す る ことを意味 してい る.












うに特徴づけられたオークシ ョンは最適 ということ.になる。複雑なオークションを使 うこと
は、買い手にとっても、売 り手にとってもなんら利益 ももたらさないのである。
もちろん、オークションの現実はそう簡単 なものではない。第一価格封印オークションは
効率的であるものの、 ここでの戦略均衡は買い手の評価が同 じ確率分布か ら導かれ るときに
のみ、また彼 らが対称的な行動をとるときにのみ成立するのであって、そうでない場合には
正しくない。また、買い手が リスク中立的でない場合、また結託戦略(談 合)を 用いる場合
には、収入等価定理 さえ成立 しない、そのときには、売 り手は期待収入を減らさぬよう、オ










えて、収入等価定理が成.立しないときには売り手(政 府 ・地方自治体)の 収入や利益 も問題
となる。ここでは、契約の理論(メ カニズム ・デザインの理論)を 外か ち支 えるような措置、









事業の実情 に通 じた研究者層の薄 さが、こうした結果をもたらしたといってよい。
だが、規制政策は、政府の市場や社会への介入の有 り方が直に問われる重要な政策であり、
規制改革はグローバル化とともに、今後 も広 く、深 く進展 していくことになるであろう。わ
が国に次代の規制改革を主導する理論、政策が誕生することを期待するが、それは若手研究





ク リ3の フ ラ ンチ ャ イ ズ入 札 論の 詳 細 につ い て は、 参 考 文 献(22)を 参 照 の こ と。
ラムゼ イ価 格 は、複 合 生産 物 を生 産 す る独 占者 が 、利潤 制 約 の 下 で、消 費者 余剰 を最 大 化 で き る よ う な、
社 会 的 な最 適 価 格 で あ る。 そ れ は 、 各 生 産 物 の 価 格 と産 出 量 をpnx,、総 費 用 をCと し、 消 費 者 厚 生 関
数Z国Z(D..P,,・.r)を 利 潤 制約n=Ep;x;一C=0.の下 で 最 大 化す る問 題 を解 く こ とに よ っ て得 ら
れ る(i昌1,2,…,n)。 その 結 果 か ら、p;一MC;_(1十λ)(MR;一MC,)⇒(p;一MC,)/P._〈1+x)/λ・
1/n,、η戸 一ぬ ノの ドA;/x;を得 る(λ は ラグ ラ ンジ ュ乗 数)。 これ は 、消 費 者厚 生 を最 人 化 す るた め に は 、
価 格/費 用 マ ー ジ ンが 、 需 要 の価 格 弾 力性 の逆 数 に 対 して比 例 的 に決 定 され るべ き こ と を示 して い る。
ここ で は 、2財 生産 モ デル で 、 自然 独 占 の持 続 可能 な価 格 を求 め 、 それ が この ラム ゼ イ価 格 に 一 致す る
こと を示 そ う。 図2で は 、費 用 関 数 は 逓減 的 な射 線 平均 費1.fiRAC(iC(Cr")/t)ただ し、ゴ1は基 準 産 出 ベ
ク トル 、rは スカ ラ …1と 斜 線 横 断.上の 凸 性 を 備 えて お り(範 囲 の経 済 性)、 さ らに 参 入 コ ス トF.ω
を含 め て描 かれ て い る(C=C(x)+E(x)。総 収 人 を 砂 ωYす れ ば 、 正 の利 潤 を与 え る産 出 集 合Tが 示
され る。 そ れ ゆ え、Tの 境 界 で ば参 人 費 用 の み カバ ー され る とい うこ と にな る.、独.占者 が、 この2財 に
参 入 阻 止価 格h一(k,勾 を選 び 、産 出 ベ ク トルLm上 で費 用 関 数 と接 す るよ うな参 入 阻 止価 格 収 人 平 面
Hを 得 た と き、 参 入zの 収 入 は 必 ず その コ ス トを 下 回 るの で.x,とhは 接 続i1∫能 で あ る。xM.」.=で総 収
入は 、 総 費 用 と参 入 阻 止価 格 収 人 の和 と一..致して い るの で、dH=dC+dF,'.そしてxmの 近傍 で 参 入 コ ス
トー 一定 と仮 定 す る とdE_Qと な るの で、ax=dCを 得 る。 この と きのzをz,と 示 せ ば 、 これ はEP,(x
殉4κ戸｣MC,(x`)血rと表せ る。また 、κ※..Lで利 潤 は参 入 コ ス トの み カバ ー す る とい う条 件 π(譜)一F.(x
吟 よ り、riz=｣1駅f(拶)一MC;(x"))dx;=JF'=0が得 られ、 これ ら2式 か ら、 嗣R1(譜)一MCi(譜M
君MR遼 勤 一MC,(冗※〉ト ー伽ノ礁1=玖(君)一MCI(x*)1/Dz(x")一MC2(κ※)iとな る。 この 式 は、
先の式 の 結 果 と..一致 し、 ラム ゼ イ価 格 は 持 続 可能 な価 格 で あ る こ とが 証明 され る。













コ ン テス タ ビ リテ ィ理 論 を め ぐ る論 議 の 簡単 な レ ビュ ー につ いて は 、参 考 文 献(19;を 参 照。
「XYI-Xj方式 の規 制 はPC規 制 σ)般 的 モデ ル と され 、 その 後 米 国 、 欧州 諸国 、 日本 で も...定の 修 正
を加 え られ て適 用 され た。
xp-C(x;)s_xP;一C(x,〉一n戸0の 制 約式 を変 形 す る と、
0一勾鳶 一C馬 〉一rI〆≧ 塑 一C暢)・ゆ1-nノ/xp;≧塑/脇.(1)
とな り、V=Fモ デ ル は物 価 指 数 を使 ったL限 価 格 制 に 婦 結 す る.,この収 入制 約 は、 次期 に前 期 の産 出
量 が適 用 され る場 合 に は 、企 業 は せ い ぜ い利 潤 が ゼ ロに な る水 準 で しか 価 格 を設 定 で きな い こ とを 意味
して い る。 図2の 斜 線 部分 が 、 このR,に 対 応 して い る。 企 業 は こ のH ,の収 入 制 約 を受 け て利 潤 最 大 化
行 動 を展 開 す る。 す る と、 価 格 は制 約 プ ロ セス を通 して 最 適 点 に収 束 す る。 こ のR ,は、点n;に お け る
接 平IGIHを消 費 者厚 生 が もっ と も増 加 す る方 向 、す な わ ちgYadW(P;)冨一x,の方 向 に移 動 させ る こ とで
描 け る.詳 糊 な展 開 は、 参 考文 献(20>を 参照 。
(6>通常 、(ア)川 下 の 競 争.市場 の 企 業 は 同 質 の財.を所5.の生 産 技 術(固 定 した要 素 投 人比 率)で 、 しか も
一定 の 限 界 費 用 で 生産 す る。(イ)ア ク.セス財1単 位 で 最 終 財1単 位 が生 産 され る。(ウ)ア クセ ス財 の
価 格 をa.最 終 財の 価 格 をP.需 要 をQ(P)、ア ク セ ス財 の 生産 に要 す る隈 界 費 用 をB,ネ ッ トワ ー ク設
備の 固 定 費 用 をF、 競 争分 野 にい る企業 ゴの限 界 費 用 を.C,、この 分野 に参 入 す るた めの埋 没 費用 をX(ゼ
ロの 場 合 も有 る〉 と表 記 す る。(エ) .上流 は ネ ッ トワ ー ク企 業 め 独 占、 下 流 は 寡 占競 争市 場 とい う産 業
組 織 を想 定 す る。(オ)規 制 当 局 は 目 的 関数 を消 費 者 余 剰 と産 業利 潤 の ウェ イ ト付 け総 額 の 最 大 化 に置
く(例 え ば、W=(V-T)+αn)、 た だ しVは 間接 効用 関 数 、TL#独 占企 業 に支 払 わ れ る一一括所 得
移 転(lump-sumtransfer),αは0か ら1の 問 に あ る ウ ェ イ トで あ る.aが ゼ ロ だ と消 費 者 余 剰 の最 大
化 が 、1だ と消 費 者 余 剰 と生 産 者 余 剰 の 均 等 な最 大 化 が 企 図 され る〉。 い ま、 競 争 分 野 に"社 の.企業 が
参.入して お り、 企 業 間 の費 用 が 対 称 的 な らば(c,ヨc)、LのbW7関 数 は、
W=v(Pi+[P(θ)一(θ+C>1QCP.一(F+"κ}_(1_a)17
と書 き直 す こ とが で き る。 右辺 の 初 項 は 粗消 費 者 余 剰 、 第2項 は製 品 市 場 の総 売 上 高 か ら総 可 変 費用 を
華 し引 い た もの 、 第3項 は生 産 の 固 定 費 用、 第4項 は産 業 利 潤 の 分 配 ...ヒの厚 生 ロ スで あ る。 な お、 規 制
当 局 は θのf直を知 っ て お り 院 全 情 報)、 ア ク セ ス料 金 α と一一括 所 得 移 転Tを 規制 す る もの とす る。 因
み に 、 ア ー ム ス トロ ン.グらは、 垂 直 分 離 の ケ ー ス と垂 直統 合 の ケー スに 分 け て、 最適 ア ク セス 料金 を探
って い る(参 考 文 献z),そ の 概 要 につ い て は拙 稿rネ ッ トワ ー ク 産 業 とア ンパ ン ドリ ング問 題 、1を参
照 の 二 と。
ご7)ヤー ドス テ ィッ ク競 争 の 導 入 に も 、 シュ ラ イ フ ァー(Shleifer,A)の比較 的 簡 単 な ミク ロ経 済 モ デ ル が
大 き な影 響 力 を 発揮 した 。
B:分 離 型 と統 合 型 で は いず れ が 望 ま しい 社会 厚 生 上 の成 果 を産 む の か
。 こ の問 題 に ア ク セ ス料金 の 税 点 か
ら最 初 に包 括 的 な ア プ ロ ー チ を行 った の は、 アー ム ス トロ ン グ らで あ る。 だが 、 想定 す る競 争状 況.需
要関 数 の 形 状 で 、 厚生 の比 較 結 果 が 変 わ るた め 、厚 生 比 較 は.末決定 に終 わ って い る.こ れ に対 し、 エ ー
ベル 〔Ebel,K)は 、 ア ンバ ン ドリ ン グ問 題 と経済 厚 生 の関 係 を と りLif、完 全 所 有 ア ンバ ン ドリン グ
(=分離 型)で も、 会計 分 離 の み の 法 的 分 離 〔己統 合 型 〉 で も、tl会厚 生 は あ るポ イ ン トまで ア クセ ス
料金 の 上 昇 に つ れ増 加 す るが 、 この こ とが 成 .;(する幅 は完 全 所 有 ア ンバ ン ドリ ング.下で の ほ うが よ り広
い と結 論 して い る。 参 考 文献(29)を.参照 の こ と。
1:41新しい 公 共経 営 の理 論 は
、 政治 科 学 の新 た な潮 流 で あ り、 財 政危 機 に陥 り、機 能 不 全 が 指摘 され る よ う
にな っ た行政 国家 に対 し、政 府 ・公共 部 門 の あ り方 を、.ガ バ ナ ンスか ら組織,経 営 、 財 政 に至 るまで 根
本的 に 見 直 した 新 しい 政 府 ・公共 部門 像 を提 示 した 、 ガバ ナ ンスの 基 本 原 理 を法 律 に 置 き、 そ の達 成 度
を法 律 の遵 守 で捉 え、 国 民 を有 権 者 と見 な し、 政 府 サ 一ービス 、 公共 サ ー ビス の供 給 で は 公 正性 な い し公







基 本 原 理 と した 企 業 型、 市場 型 、 お よ び ネ ッ トワー ク型 の 公共 経 営 方式 を提 唱 して い る。 そ の成 果 志 向
が、政 策 が もた らす 効 果 を問 う政 策 評価 の流 れ と な って具 現 しζ一般 政 策 や 公 共投 資 計 画 な どの 評 価 に 、
費 用 便 益 分折 が広 く適 購 され るよ うに な った 。
圃 規 制 費 用 は 、(ア)行 政 費 用(政 府 の 負担 〉、(イ〉 遵 守 費 用(民 間 の 負 担)、(ウ)社 会 的 費 用 か ら成 る。
行 政 費 用 は.政 策 費 川 と執 行 費用 に分 か れ る。 政 策 費 用 は 、 行政 資 源 を そ の政 策 オ プ シ ョンに投 下す る
と い う こ とで い えば 、 あ る 選択 肢 を選.んだ結 果 失 われ る便 益(;政 策 選 択 の機 会 費 剛 で も あ る。 これ
に対 し、 執 行費 用 は 、担 当 者 の配 置 か ら許 認 可 の決 定 、 検 査 ・評価 ・モ ニ タ リ ング 、情 報 提 供 、 ガ.イダ
ンス の作 成 等 に至 る諸 々の 費 用 か ら成 っ て い る。(イ/の 遵 守 費 用 は 、 規制 を 遵 守 す る の に 企業 、 国 民
が負 担 しなけ れ ばな らな い 費 用 で あ り、 規 制情 報 の収 集 、 許 認 可 の取 得 、 経営 管 理 体 制 の 変 更 、 新製 法
の 開 発等 に 要す る費 用 な どか ら構 成 され てい る.こ の遵 守 費 用 に つ いて は、 多 くの 先進 国 が、 オ ラ ン ダ
で 開 発 され た標 準 コ ス ト ・モ デ ル 〔StandardCostModel>ない しその バ リア ン トを用 い て 分 析 を進 め
て い る。 そ こ で は、 被 規 制 主 体 の 総 数 に 規 制 ユ 土 ッ トの1人 当 た り遵 守 費用(被 規 制 主 体 の 時 間価 値x
規 制 遵守 の た め に費 や す 時 間 〉 を乗 じるか た ちで 、 総遵 守 コ.ストが 計 算 され て い る。(ウ)の 社 会 的 費
用 は 、規 制 が 経済 の 動 態(生 産性 、 イ ノベ ー シ ョ ン〉 に 及ぼ す 間 接 的 費 用 な ど を指 す。
mlい まn人 の 事 業者 が お り、彼 らの 私 的情 報 はパ ラ メー タ θ痘=1,・・t,n)によ って特 徴 づ け られ る と しよ う。
ま た、 規 制 当局 は事 業 者 の 特 性 θiに依 拠 して 資 源 配 分 を決 定 す る もの と し よ う。 こ こで 規 制 当局 が 事
業者 の 特 性 を知 らな け れ ば 、 事 業者 に私 的情 報 を 表明 させ る誘 因 を 与 え るた め 、 一定 の手 続 きを採 ら な
け れ ば な らな い:、この プ ロセ.スは、 事 業 者iに 対 す る メ ッセ ー ジ空 間MとMl・ …xMnか ら実 行 可能 な
配 分 を 表す 集 合 関 数 ッ(・)から成 る、 あ る メ カニ ズ ム 砂(・),磁,…,砿)に要 約 で き る。 こ こで 、配 分 ル
ー ルy(・)一嘱(・),…,y。(・Dは、n人 の す べ て の.事業.吝の 配 分 を決 定 す る。 した がっ て 、 あ る配 分 ル ー ル
y(・〉が 与 え られ る場 合 には 、 メ ッセ ー ジ空 問Miが 事 業 者の 戦略 集 合 とな り、 配 分 ル ー ルy(・)が彼 らの配
分 と効 用 水 準 を決定 す る こ と にな る。 事 業.者'がメ ッ セー ジ空 間 か ら 堀 を選 び 出 し、 そ れ を規 制 当 局
に伝 え る ことで 、配 分y(M1,…,m.)が決 定 され るe事 業.者ゴに よ って選 ばれ た メ ッセ ー ジ は情 報 ∬i(特
性 θiを含 む 私 的情 報)に 依 存 してい るた め 、 均 衡 メ ッセ ー ジは 関 数mide(1,)で表 され 、履 行 され る配 分
はyt(4,_、1。).づ(Ml★(11>,.…,M。+(1。},)と.なる(;逆 理択 グ)メカニ ズ ム.・デ ザ イ ン)。
/'12}真実 報 告 メカ ニ ズム は 、 バ ロ ン=マ イヤ ー ソ ン(Baron-Myerson}の分 析 に 始 ま り、 政 府 によ る 企業 規
.制の問 題 に積極 的.に適 用 され る よ うに な っ た。 ラフ ォ ン再 テ ィロニル の 至 デ ル 分析 が ζ の分 野 の バ イ ブ
ル 的 文 献 と な って い る。 彼 らは 、 規 制 当局 は 企 業 の 費 川Cを 不完 全に 観 察 で きる が、 費 用 を 決定 す る
効 率 パ ラ メ ー タ と努 力水 準 を観 察 で きな い と仮 定 し.最 適 規 制 問 題 を解 い て い る。 誘 因 両.立性(IC)と
個 人 合 理性(IR)を 制 約 条 件 に した モ デ ル の解 は 、 規制 当局 は線 形 計IMit・・a+bCの メニ ュ ー を企 業 に
オ フ ァ ーす べ きで あ る とい う も ので あ っ た。 そ こ に は効 率 性 パ ラ メー タ と同 じ数 だけ(σ,の の 組 が あ
る こ とに な り、 もっ と も効 率 的 な 企 業 は価 格 固 定 制(b置0>を 選択 し、 効 率 的 で な い企 業 ほ ど高 いbを
選 択 す る こ とにな る。 した が って,効 率 的 な 企業 には プ ラ イ ス キ ャ ップ規 制 を、 そ うで な い企 業 には コ
ス ト ・プ ラ ス規 制 を適 用 すべ しとい うの が、 その 政 策的 含 意 に な る,
醐 誘因 制 約 の 問 題 は 重要 で あ る 。例 え ば、θ タイプ の 事 業 者 は 囚 θ)の 効 用 を得 るが 、 い ま彼 は偽 って 自
ハ
分 は δ タ イプ だ と規 制.当局 に報 告す る も の と し、 この と.きの彼 の効 用 を 照 θ、θ〉 で表 現 しよ う。 す る
と、 虚 偽 報告 をす る こ とで 、彼 は効 用y(θ、D)=U(q(δ),'㈲、O).を得 る.ことに な る 。 メカニ ズ ム(q,
'}が誘 因 制 約.を満 た す た め の 必 要十 分 条 件 は、 す べ て の 事業 者 に 対 し、.真実 の報 告 を す るこ と が虚 偽
報告 を す る と きと 少 な く と も同.・水 準 の 効 用 を 帰 結 させ る こ とで あ る.、い ま,確 率 分 布 を区 闘 【θ、6.]
で 表 す と、 この 条 件 はV(θ、θ〉 ≧V(θ.b)で表 され る.こ こ で エ ー ジ ェ ン トの効 用 関 数 を定 め 、誘 因
制 約 に 関 す る1階 と2階 の 必 要 条件 を探 る と.単 ・交.差性 条 件 〔い わゆ るSpence-Mirrtess条件)が 導 か








〈支払 う意思 を持 つ こ と がわ か.る。 単..・交差 性 条件 につ い て は 、 参考 .文献(16..を参照 。
こ.れは 直観 で き る事.柄だ が、 次 の部 分積 分 、ずF(θ)剛『14θ零θ1F.(B,〉".!%θi伽一i)oF(θ)吻(θ)dOによ って も
確 認 で きる。関 数Bは 、8(θ1)fin-1)BF(θ〉η.Lr(θ>dH/F((o,)'1と書 き直 す こ と.がで きる。 こ こで、(n
-1>θF㈲屈バθ)謝/F((θ【)旭は 、θ互=8n;が.5.えられ た と きの θ{21の条 件付 き分 布 の確 率 密 度 関.数で あ
る こ とが確 認 され る.
因 み に 、 ここ で 売 り手 は す べて の 付 け値 が 自 分 の留 保 価 格b .,より低 け.れば財 を売 り渡 さな い と宣 言 す
る と しよ う(=.P定 価 格 の 公 表)。す る と、 付 け 値 の 持性 か ら均 衡 戦略 は、B,≧b,に対 して 、B(θPｰ9i
-eｰ'F(θ)".'ea/F((B,)".Lとい うか た ち で 与 え られ る。β(b)=6.であ るか ら、 その 財 は 、最 高 評 価 額 がb,
を上 回 った と きにの み 売 られ 、 また その 最 適 留 保価 格1=b,一(1-F(b,))/f(b,)iからハ ザ ー ド ・レー トF
が 非 減 少 で あ れ ば、 この 事 実 上 の 評価 は 参 加 者 の評 価 と と もに増 加.し、..一意 解 ウ,が存在 す る こ とに な
る.
オ ラ ン ダ式 や封 織 型 の1位 価 格 人札 の場 合 に は、 落札 し.た場合 に は、 自 分 の提 示 額 を支 払 わ な けれ ば な
ら な いの で 、 誠実 な 入 札 は得 策 で は な くな る。 こ こで は 、参 加 者 は、利 益 を得 るた め、 ほ ん の わず か に
自分 の 真 の 評 価額 を 下 回 る付 け値 をす る こ とに な ろ う。.その 時 に得 られ る期 待 利 益(差 額 分x入 札 確 率
の 低 下 分)と 引 き下 げ た こ とに よ っ て生 じ.る期 待利 得(差 額 分 ・低 下 した 入 札 確 率)と の比 較 考 量 で 、
参 加 者 は付 け値 を 決 定 す る こ とに な る。.した が づ.て～ 通 常 、 こ こで は真 の 評価 額 よ り低 い価 格 で 入 札 す
る こ とがベ イ ズ ・ナ ッシュ 均衡 とな.る。
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